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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

（単位：百万円）

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 141,898 161,819 763,277 △5,294 1,061,700

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 124 124 249

剰 余 金 の 配 当 △37,477 △37,477

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

134,608 134,608

自 己 株 式 の 取 得 △18 △18

自 己 株 式 の 処 分 △8 34 25

連 結 範 囲 の 変 動 △1,818 △1,818

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

553 553

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額）

当 期 変 動 額 合 計 124 678 95,304 16 96,123

当 期 末 残 高 142,023 162,498 858,581 △5,278 1,157,824

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権
非支配株主
持 分

純資産合計その他有価
証 券 評 価
差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 121,787 369 526,623 △12,227 95 636,648 326 180,412 1,879,088

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 249

剰 余 金 の 配 当 △37,477

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

134,608

自 己 株 式 の 取 得 △18

自 己 株 式 の 処 分 25

連 結 範 囲 の 変 動 △1,818

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

553

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額）

△6,334 △434 △17,916 856 △23,829 △24 5,746 △18,106

当 期 変 動 額 合 計 △6,334 △434 － △17,916 856 △23,829 △24 5,746 78,017

当 期 末 残 高 115,452 △64 526,623 △30,144 952 612,819 302 186,159 1,957,105

－ 1 －

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
1 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 221社

主要な連結子会社の名称は、「事業報告」の「Ⅰ当社グループの現況　8.重要な子会社の状況等（1）重要な子会社の
状況」に記載の通りであります。
従来持分法適用関連会社であった㈱丸ノ内ホテルは、持分の追加取得により、MEC SHANGHAI SHANGYE INVESTMENT 
LIMITED他35社は新規設立等により、連結子会社に含めております。
一方、㈱ロイヤルパークホテルマネジメントは吸収合併に伴い消滅したことにより、Rock-Haven LLC他34社は解散等
により、連結子会社から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社は東静岡15街区デベロップメント特定目的会社であります。
非連結子会社は、総資産の合計額、営業収益の合計額、当期純損益の額のうち持分に見合う額の合計額及び利益剰余
金の額のうち持分に見合う額の合計額等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲か
ら除いております。

2 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用非連結子会社の数 0社
(2) 持分法適用関連会社の数 110社

そのうち主要な関連会社は匿名組合大手町開発であります。
CapitaLand Vietnam Commercial Value-Added Fund他46社については新規出資等により、持分法適用関連会社として
おります。
一方、㈱丸ノ内ホテルは持分の追加取得により、連結子会社としております。
また、28 STATE INC.他13社については解散等により、持分法適用関連会社から除外しております。

(3) 主要な持分法非適用会社の名称等
主要な持分法非適用非連結子会社は東静岡15街区デベロップメント特定目的会社、主要な持分法非適用関連会社は常
盤橋インベストメント特定目的会社であります。これらは、当期純損益の額のうち持分に見合う額の合計額及び利益剰
余金の額のうち持分に見合う額の合計額等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、これらの会
社に対する投資については持分法を適用しておりません。

(4) その他
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る計算書類を使用し
ております。

3 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のロックフェラーグループ社及び海外子会社173社、㈱メックecoライフ他4社の決算日は12月31日、京葉土地開
発㈱他2社の決算日は1月31日であり、同日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な
取引については、連結決算上必要な調整を行っております。

－ 2 －

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
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4 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
満期保有目的の債券　　償却原価法（当社及び国内連結子会社は定額法、在外連結子会社は利息法）
その他有価証券
投資有価証券
時価のあるもの　　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算
定）

時価のないもの　　移動平均法による原価法
エクイティ出資
時価のあるもの　　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算
定）

時価のないもの　　移動平均法による原価法
デリバティブ　　　　　　時価法
たな卸資産
販売用不動産　　　　　主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）
仕掛販売用不動産　　　同　上
開発用不動産　　　　　同　上
未成工事支出金　　　　同　上

固定資産　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は減損会計を適用しております。在外連結子会社は米国会計基準
により処理しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産　　　　　　当社及び国内連結子会社は主として定率法

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法
在外連結子会社は定額法

無形固定資産　　　　　　定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能見積期間（主として
5年）に基づく定額法

(3) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により計上し

ているほか、貸倒懸念債権等特定の債権については、債権の回収可能性を個別に検討して
計上しております。

役員退職慰労引当金　　　連結子会社においては、役員の退職による退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく
当連結会計年度末要支給額を計上しております。

環境対策引当金　　　　　ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処理等、環境対策に伴い発生する損失の見積額を計上
しております。

－ 3 －

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、主と
して給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（1年～10年）による定額法
により費用処理しております。
数理計算上の差異については、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（1年～15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
在外子会社の資産及び負債は当該子会社の決算日の直物為替相場、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部の為替換算調整勘定として表示しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特
例処理を、振当処理の要件を満たしている通貨スワップについては振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ 借 入 金
通貨スワップ 借入金・社債

③ ヘッジ方針
リスクヘッジ取引は、「市場リスク管理規定」及び「リスク別管理要項」等の内規に基づき、金利変動リスク、為
替変動リスクのヘッジを目的としております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の
累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(7) 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税及び地方消費税は当連結会
計年度の費用として処理しております。

(8) 営業収益の計上基準
請負工事に係る収益の計上基準については、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工
事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用
しております。

(9) のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、5年間の均等償却を行っております。ただし、その効果の発現する期間の見積りが可能な
場合には、その見積期間で均等償却し、僅少なものについては一括償却しております。

－ 4 －

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
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表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年2月16日）等を当連結会計年度の期首から適用

しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

連結貸借対照表に関する注記
1 有形固定資産の減価償却累計額 1,629,953百万円
なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

2 担保に供している資産及び担保を付している債務
(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 208,427百万円
機械装置及び運搬具 1,157百万円
土地 210,172百万円
信託土地 128,591百万円
その他（その他の有形固定資産） 2百万円

計 548,352百万円
(2) 担保を付している債務

短期借入金 1,827百万円
1年内返済予定の長期借入金 25,665百万円
その他（その他の流動負債） 5,160百万円
長期借入金 111,105百万円

計 143,757百万円

－ 5 －

表示方法の変更に関する注記、連結貸借対照表に関する注記
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3 偶発債務
(1) 保証債務

被 保 証 者 債 務 の 金 額 債 務 の 内 容

住宅購入者 61,088百万円 金融機関からの借入金

その他 9百万円 金融機関からの借入金

計 61,097百万円

住宅購入者の保証債務は、主として購入者の住宅ローンに関する抵当権設定登記完了までの金融機関に対する連帯保証
債務であります。

(2) 事業引受保証

被 保 証 者 債 務 の 金 額 債 務 の 内 容

TRCC/Rock Outlet
Center,LLC

2,598百万円
（23,413千米ドル）

金融機関からの借入金

CL Office Trustee Pte.Ltd.
4,527百万円

（55,900千シンガポールドル）
金融機関からの借入金

Glory SR Trustee Pte.Ltd.
737百万円

（9,100千シンガポールドル）
金融機関からの借入金

PT.Windas Development
4,481百万円

（34,023千米ドル、
92,552百万インドネシアルピア）

金融機関からの借入金

計 12,344百万円

ロックフェラーグループ社は、TRCC/Rock Outlet Center,LLCの事業について、債権者に対し持分相当額の事業引受保証
を行っております。
三菱地所アジア社は、CL Office Trustee Pte.Ltd.及びGlory SR Trustee Pte.Ltd.の事業について、債権者に対し持分
相当額の事業引受保証を行っております。
また、三菱地所アジア社及びMEA Commercial Holdings Pte.Ltd.は、PT.Windas Developmentの事業について、債権者に
対し事業引受保証を行っております。なお、持分相当額を超える金額については、共同事業者から担保提供又は保証を
受けております。

4 土地の再評価
当社及び一部の連結子会社では「土地の再評価に関する法律」（1998年3月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関
する法律の一部を改正する法律」（2001年3月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該評価差
額に係る税効果相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と
して純資産の部に計上しております。
再評価の方法　　　　　　「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年3月31日公布政令第119号）第2条第3号に定める

固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法により算出
再評価を行った年月日　　2002年3月31日

－ 6 －

連結貸借対照表に関する注記
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
1 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首株式数
（千株）

当連結会計年度増加株式数
（千株）

当連結会計年度減少株式数
（千株）

当連結会計年度末株式数
（千株）

発行済株式

普通株式　　（注）1 1,390,908 130 － 1,391,038

合　　計 1,390,908 130 － 1,391,038

自己株式

普通株式　　（注）2 2,897 9 18 2,888

合　　計 2,897 9 18 2,888

（注）1. 発行済株式の株式数の増加130千株は、第三者割当による新株式の発行によるものです。
2. 自己株式の株式数の増加9千株は、単元未満株式の買取りによる増加9千株、減少18千株はストックオプション行使に

よる減少18千株等によるものです。
2 剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 日 株式の種類
配当金の総額
（ 百 万 円 ）

1 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2018年6月28日
定時株主総会

普通株式 19,432 14 2018年3月31日 2018年6月29日

2018年11月7日
取 締 役 会

普通株式 18,045 13 2018年9月30日 2018年12月4日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 日 株式の種類
配当金の総額
（ 百 万 円 ）

配当の原資
1 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効力発生日

2019年6月27日
定時株主総会

普通株式 23,598 利益剰余金 17 2019年3月31日 2019年6月28日

－ 7 －

連結株主資本等変動計算書に関する注記
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3 新株予約権に関する事項

新 株 予 約 権 の 内 訳
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）

当連結会計年度期首 当連結会計年度増加 当連結会計年度減少 当連結会計年度末

2007年7月26日開催の取締役会決議
による新株予約権

普 通 株 式 2,000 － － 2,000

2008年7月31日開催の取締役会決議
による新株予約権

普 通 株 式 3,000 － － 3,000

2009年7月31日開催の取締役会決議
による新株予約権

普 通 株 式 11,000 － － 11,000

2010年7月30日開催の取締役会決議
による新株予約権

普 通 株 式 24,000 － － 24,000

2011年7月29日開催の取締役会決議
による新株予約権　　　　 (注) 1

普 通 株 式 38,000 － 7,000 31,000

2012年7月31日開催の取締役会決議
による新株予約権　　　　 (注) 2

普 通 株 式 34,000 － 8,000 26,000

2013年7月31日開催の取締役会決議
による新株予約権　　　　 (注) 3

普 通 株 式 24,000 － 3,000 21,000

2014年7月31日開催の取締役会決議
による新株予約権

普 通 株 式 28,000 － － 28,000

2015年7月31日開催の取締役会決議
による新株予約権

普 通 株 式 27,000 － － 27,000

（注）1. 2011年7月29日開催の取締役会決議による新株予約権の当連結会計年度における減少は、新株予約権の行使による
ものです。

2. 2012年7月31日開催の取締役会決議による新株予約権の当連結会計年度における減少は、新株予約権の行使による
ものです。

3. 2013年7月31日開催の取締役会決議による新株予約権の当連結会計年度における減少は、新株予約権の行使による
ものです。

－ 8 －
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金融商品に関する注記
1 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。資金運用に
ついては流動性を重要視し、運用期間を短期とすることにより、市場リスクを極力回避しております。デリバティブ取
引は、金利変動リスクのヘッジ、支払金利の軽減及び為替変動リスクの回避を主眼とし、投機的な取引は行わない方針
であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあた
り生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動
リスクに晒されております。
エクイティ出資は、主に資産流動化法に基づく特定目的会社に対する優先出資、不動産投資信託の投資口に対する出資
及び特別目的会社に対する匿名組合出資等であり、それぞれ発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変
動リスクに晒されております。
賃借物件において預託している敷金及び保証金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び営業未払金は、そのほとんどが1年以内の支払期日です。一部外貨建てのものについては、
為替の変動リスクに晒されております。
借入金及び社債は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日及び償還日は最長で決算日後57
年であります。このうち一部は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金
利スワップ）を利用してヘッジしております。
デリバティブ取引は、金利スワップ、通貨スワップ及び為替予約であります。金利スワップについては、変動金利によ
る資金調達の支払利息を固定化することにより、金利変動リスクをヘッジする取引を行っております。なお、一部の連
結子会社は、当社と同様の取引方針及び利用目的で金利スワップ取引及び通貨スワップ取引を行っております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権、敷金及び保証金について、各セグメントにおける担当部署が主要な取引先の状況を定期
的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理すると共に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把
握や軽減を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引及び通貨スワッ
プ取引を利用しております。有価証券及び投資有価証券等については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務
状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況
を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新すると共に、手許流動性の維
持等により流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており
ます。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が
変動することがあります。

－ 9 －

金融商品に関する注記
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2 金融商品の時価等に関する事項
2019年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、時価を把
握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）2．参照）。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1) 現金及び預金 176,814 176,814 －

(2) 受取手形及び営業未収入金 62,603

貸倒引当金(*1) △218

62,384 62,384 －

(3) 有価証券及び投資有価証券

① 満期保有目的の債券 5,700 5,718 17

② その他有価証券 230,844 230,844 －

③ 子会社株式及び関連会社株式 60 974 913

(4) エクイティ出資 13,801 13,801 －

資産計 489,607 490,539 931

(1) 支払手形及び営業未払金 57,967 57,967 －

(2) 短期借入金 86,156 86,156 －

(3) 1年内返済予定の長期借入金 231,065 231,065 －

(4) 1年内償還予定の社債 75,000 75,000 －

(5) 社債 733,916 772,387 38,470

(6) 長期借入金 1,188,866 1,217,104 28,237

負債計 2,372,972 2,439,681 66,708

(*1) 受取手形及び営業未収入金に対応する貸倒引当金を控除しております。

（注）1．金融商品の時価の算定方法
資産
(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

(2) 受取手形及び営業未収入金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

(3) 有価証券及び投資有価証券
これらの時価については、株式等は取引所の価格によっており、債券は主として取引金融機関等から提示された価格
によっております。

(4) エクイティ出資
これらの時価については、取引所の価格によっております。

－ 10 －
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負債
(1) 支払手形及び営業未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

(2) 短期借入金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

(3) 1年内返済予定の長期借入金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

(4) 1年内償還予定の社債
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

(5) 社債
これらの時価については、市場価格等によっております。

(6) 長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近似している
と考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入
を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注）2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）

① 非上場株式等(*1) 28,689

② エクイティ出資(*2) 373,583

③ 敷金及び保証金(*3) 114,713

④ 受入敷金保証金(*4) 440,058

(*1) 非上場株式等については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とし
ておりません。

(*2) エクイティ出資のうち、市場価格がないものについては、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開
示の対象としておりません。

(*3) 賃借物件において預託している敷金及び保証金は、市場価格がなく、かつ、入居から退去までの実質的な預託期間を算
定することは困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開
示の対象としておりません。

(*4) 賃貸物件における賃借人から預託されている受入敷金保証金は、市場価格がなく、かつ、賃借人の入居から退去までの
実質的な預託期間を算定することは困難であり、その他の預託金等についても、実質的な預託期間を算定することは困
難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象として
おりません。

－ 11 －
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賃貸等不動産に関する注記
当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域及び海外（米国、英国等）において、賃貸収益を得ることを目的と
して賃貸オフィスビルや賃貸商業施設等を所有しております。
なお、国内の賃貸オフィスビルの一部については、当社及び一部の連結子会社が使用しているため、賃貸等不動産として
使用される部分を含む不動産としております。
これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する当連結会計年度末の連結貸借対照表計
上額及び時価は、次の通りであります。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

賃貸等不動産 3,408,738 6,953,534

賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産 633,983 987,600

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
2. 当連結会計年度末の時価は、以下によっております。
(1) 国内の不動産については、主に「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。
(2) 海外の不動産については、主に現地の鑑定人による鑑定評価額であります。

1株当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額 1,275円54銭
1株当たり当期純利益 96円97銭

－ 12 －

賃貸等不動産に関する注記、1株当たり情報に関する注記



2019/05/25 11:22:45 / 18483227_三菱地所株式会社_招集通知

重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得）

当社は、2019年5月14日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規

定に基づき、自己株式取得に係る事項について以下の通り決議いたしました。

1 自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上及び株主還元のため

2 取得に係る事項の内容

(1) 取得対象株式の種類

普通株式

(2) 取得し得る株式の総数

65,000,000株（上限）（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合4.68％）

(3) 株式の取得価額の総額

100,000百万円（上限）

(4) 取得期間

2019年5月15日から2020年3月31日まで

(5) 取得方法

東京証券取引所における市場買付け

－ 13 －
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その他の注記
資産除去債務
(1) 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
① 当該資産除去債務の概要

定期借地契約に伴う原状回復義務及び建物等の賃借契約に伴う原状回復義務等であります。
② 当該資産除去債務の金額の算定方法

契約に基づく残存年数等を使用見込期間と見積り、割引率は0.0%～2.3%を使用して資産除去債務の金額を計算してお
ります。

③ 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 3,355百万円
有形固定資産の取得に伴う増加額 2,814百万円
時の経過による調整額 66百万円
資産除去債務の履行による減少額 △48百万円
その他の増減額 △328百万円
期末残高 5,859百万円

(2) 連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
以下の通り、一部の資産除去債務については資産除去債務計上額より除いております。

① 一部の有形固定資産に使用されている石綿について、当該有形固定資産を除去する際に、石綿障害予防規則の要求す
る特別な方法で除去する義務に係る債務
当該有形固定資産については、建物の解体時に石綿の除去義務が発生しますが、過去において多数の関係者との調整
が必要な再開発等による取壊し以外に解体実績はなく、老朽化等を原因とする資産の物理的使用可能期間の予測によ
る債務の履行時期の見積りが困難であり、具体的な経営計画に基づかない限り解体時期を見積ることができません。
また、石綿対策として、テナント退去時等、除去工事が可能な状況になった石綿は適時自主的に除去を実施しており
ますが、当該自主的な除去作業の今後の進捗について過去におけるテナントの退去実績等から合理的に見積ることが
難しく、当該有形固定資産の解体時における残存石綿量を見積ることができません。更に、当該石綿を除去するため
のみにかかる費用を通常の解体費用と区分して見積ることは、困難であります。これらの理由から、決算日現在入手
可能な証拠を勘案し最善の見積りを行いましたが、資産除去債務の範囲及び金額に対する蓋然性の予測が困難であり
ますので、当該債務について資産除去債務計上額から除いております。

② 一部の不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務に係る債務
商業施設の一部においては、定期借地契約上、契約期間が終了し返却する際の原状回復を求められているものがあり
ますが、当該施設については実質的に再契約等により継続使用することが可能であり、また契約上、原状回復義務の
履行の可能性を減ずる特約がある等の理由により、履行時期が不明確であります。また事業戦略上も、環境的にも事
業を継続する状況であり、当該債務の履行を想定しておりません。このため、決算日現在入手可能な証拠を勘案し最
善の見積りを行いましたが、資産除去債務の範囲及び金額に対する蓋然性の予測が困難でありますので、当該債務に
ついて資産除去債務計上額から除いております。

－ 14 －
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　　株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

（単位：百万円）

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資　本

準備金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

特別償却
準備金

固定資産
圧 縮
積 立 金

固 定 資 産
圧 縮 特 別
勘 定 積 立 金

別　途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 141,898 171,010 171,010 21,663 3,192 131,224 3,955 108,254 229,766 498,057 △5,294 805,671

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 124 124 124 249

剰 余 金 の 配 当 △37,477 △37,477 △37,477

当 期 純 利 益 100,980 100,980 100,980

自 己 株 式 の 取 得 △18 △18

自 己 株 式 の 処 分 △8 △8 34 25

特別償却準備金の積立 518 △518

特別償却準備金の取崩 △866 866

固定資産圧縮積立金の積立 3,922 △3,922

固定資産圧縮積立金の取崩 △1,139 1,139

固 定 資 産 圧 縮 特 別
勘 定 積 立 金 の 取 崩

△3,955 3,955

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額）

当 期 変 動 額 合 計 124 124 124 － △347 2,782 △3,955 － 65,013 63,493 16 63,759

当 期 末 残 高 142,023 171,135 171,135 21,663 2,845 134,007 － 108,254 294,780 561,550 △5,278 869,431

－ 15 －

株主資本等変動計算書
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（単位：百万円）

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差　額　金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 121,776 219 529,965 651,960 326 1,457,958

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 249

剰 余 金 の 配 当 △37,477

当 期 純 利 益 100,980

自 己 株 式 の 取 得 △18

自 己 株 式 の 処 分 25

特別償却準備金の積立 －

特別償却準備金の取崩 －

固定資産圧縮積立金の積立 －

固定資産圧縮積立金の取崩 －

固 定 資 産 圧 縮 特 別
勘 定 積 立 金 の 取 崩

－

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額）

△6,328 △505 △6,833 △24 △6,857

当 期 変 動 額 合 計 △6,328 △505 － △6,833 △24 56,901

当 期 末 残 高 115,447 △286 529,965 645,127 302 1,514,860

－ 16 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
1 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　　　　償却原価法（定額法）
子会社及び関連会社株式　　移動平均法による原価法
その他有価証券
投資有価証券
時価のあるもの　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

エクイティ出資
時価のあるもの　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

2 デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

3 たな卸資産の評価基準及び評価方法
販売用不動産　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）
仕掛販売用不動産　　　　　同　上
開発用不動産　　　　　　　同　上

4 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産　　　　　　　定率法

ただし、横浜ランドマークタワー及び1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法

無形固定資産　　　　　　　定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能見積期間（5年）に基づ
く定額法

5 引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により計上して

いるほか、貸倒懸念債権等特定の債権については、債権の回収可能性を個別に検討して計上
しております。

退職給付引当金　　　　　　従業員の退職による給付及び執行役員の退職による退職慰労金の支払いに備えるため、従業
員については当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、執行役員
については内規に基づく当事業年度末における要支給額を計上しております。
従業員に係る退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用及び数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数
（10年）による定額法により、過去勤務費用は発生時より、数理計算上の差異は翌事業年度
より、それぞれ費用処理しております。

債務履行引受引当金　　　　債務履行の引受けに伴い発生する損失の見積額を計上しております。
環境対策引当金　　　　　　ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処理等、環境対策に伴い発生する損失の見積額を計上し

ております。
6 繰延資産の処理方法

支出時に全額を費用として処理しております。

－ 17 －

重要な会計方針に係る事項に関する注記
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7 ヘッジ会計の方法
 (1) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例
処理を、振当処理の要件を満たしている通貨スワップ及び為替予約については振当処理を採用しております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ 借 入 金
通貨スワップ
為 替 予 約

借入金・社債
関係会社株式

 (3) ヘッジ方針
当社のリスクヘッジ取引は、当社の内規である「市場リスク管理規定」及び「リスク別管理要項」に基づき、金利変
動リスク、為替変動リスクのヘッジを目的としております。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累
計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

8 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度
の費用として処理しております。

表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年2月16日）等を当事業年度の期首から適用して

おり、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

－ 18 －

重要な会計方針に係る事項に関する注記、表示方法の変更に関する注記
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貸借対照表に関する注記
1 有形固定資産の減価償却累計額 1,075,178百万円
なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

2 担保に供している資産及び担保を付している債務
(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 21,462百万円
信託土地 128,591百万円

計 150,054百万円
(2) 担保を付している債務

長期借入金 54,673百万円
計 54,673百万円

3 偶発債務
(1) 保証債務

被 保 証 者 債 務 の 金 額 債 務 の 内 容

Mitsubishi Estate
London Limited

69,532百万円
（479,600千英ポンド）

金融機関からの借入金

MITSUBISHI ESTATE
NEW YORK Inc.

23,862百万円
（215,000千米ドル）

金融機関からの借入金

㈱菱栄ライフサービス 179百万円 入居者への返還債務に対する保証

計 93,574百万円

(2) キープウェルアグリメント

被 保 証 者 債 務 の 金 額 債 務 の 内 容

MEC Finance USA, Inc.
7,509百万円

（35,000千米ドル、25,000千英ポンド）
金融機関からの借入金

計 7,509百万円

MEC Finance USA, Inc.の資金調達に係る信用を補完することを目的とし、キープウェルアグリメント（同意書）を締結
しております。

4 関係会社に対する金銭債権及び債務
短期金銭債権 11,493百万円 長期金銭債権 39,690百万円
短期金銭債務 185,417百万円 長期金銭債務 8,934百万円

5 土地の再評価
「土地の再評価に関する法律」（1998年3月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」
（2001年3月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税効果相当額を「再評価に
係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法　　　　　　「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年3月31日公布政令第119号）第2条第3号に定め
る固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法により算出

再評価を行った年月日　　2002年3月31日
6 エクイティ出資
エクイティ出資のうち、関係会社に該当する匿名組合及び特定目的会社に対する匿名組合出資及び優先出資等の金額は
270,018百万円であります。

－ 19 －
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損益計算書に関する注記
関係会社との間の取引

営業収益 43,719百万円
営業費用 70,856百万円
営業取引以外の取引高 33,893百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 2,888,124株

－ 20 －
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金 6,057百万円
未払賞与 1,093百万円
投資有価証券評価損 4,637百万円
たな卸資産評価損 530百万円
ゴルフ会員権評価損 265百万円
固定資産評価損 45,242百万円
土地再評価差額金 22,727百万円
債務履行引受引当金 1,636百万円
エクイティ出資評価損 3,081百万円
組織再編に伴う事業移転 8,899百万円
その他 34,825百万円
繰延税金資産小計 128,997百万円
評価性引当額 △73,504百万円

繰延税金資産合計 55,493百万円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 59,141百万円
退職給付信託設定益 7,393百万円
土地再評価差額金 265,658百万円
その他有価証券評価差額金 49,103百万円
固定資産評価差額 64,134百万円
その他 22,915百万円

繰延税金負債合計 468,346百万円

繰延税金負債の純額 412,853百万円

－ 21 －

税効果会計に関する注記
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関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取 引 金 額
( 百 万 円 )

科 目
当事業年
度末残高
(百万円)

子会社
Mitsubishi Estate

London Limited

所有
間接100%

債務保証
役員の兼任

債務保証（注）1 69,532 ― ―

子会社
三菱地所

レジデンス㈱

所有
直接100%

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付（注）2 59,000 関 係 会 社
短期貸付金

405,000
貸付金の回収 46,000

受取利息（注）2 1,495 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1. Mitsubishi Estate London Limitedの銀行借入（479,600千英ポンド）の債務保証であります。

2. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。

1株当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額 1,091円06銭
1株当たり当期純利益 72円75銭

重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得）

当社は、2019年5月14日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規

定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。その概要は「連結注記表　重要な後発事象に関する注記」

に記載の通りであります。

以　上

－ 22 －

関連当事者との取引に関する注記、1株当たり情報に関する注記、重要な後発事象に関する注記




